
古間木山地区農業集落排水処理施設維持管理業務仕様書 

 
 
１ 目的 

    本仕様書は、古間木山地区農業集落排水処理施設維持管理業務を円滑に運営するた

め、その業務に関し、必要な事項を定めることを目的とする。 

 
 ２ 業務の履行 
    受託者は、古間木山地区農業集落排水処理施設の運転管理が十分達成できるよう契

約書・仕様書・別冊の維持管理要領に基づき、能率的かつ経済的に業務を履行しなけ

ればならない。 

 
 ３ 業務の履行場所の所在地等 
    業務の履行場所の所在地等は、別表１のとおりとする。 

 
 ４ 履行期限 
    令和４年４月１日～令和５年３月３１日まで 

 
 ５ 業務の内容 
    業務の内容は次のとおりとし、別表２のとおりとする。 
  （１）日常点検に関すること。 
  （２）保守点検に関すること。 
  （３）水質検査に関すること。 
  （４）汚泥処分に関すること。 
  （５）環境整備に関すること。 
  （６）打合せ業務に関すること。 
  （７）機能強化対策工事に伴う汚泥移送・搬出に関すること。 
  （８）その他緊急時の運転に関すること。 

 
 ６ 遵守事項 
    遵守事項は、次のとおりとする。 

  （１） 受託者は、本業務の遂行にあたり、本仕様書はもとより浄化槽法、廃棄物の処

理及び清掃に関する法律、労働安全衛生法、道路交通法、その他関係法令等を遵

守し、作業が円滑に進捗するよう努めなければならない。 
  （２） 受託者は、施設の機能を定常的に維持するために、発注者と密接な連絡をとり

ながら、適切な運転操作を行わなければならない。 
  （３） 受託者は、発注者及び第三者所有施設へ損害を与えたり、汚染や悪臭被害並び



に第三者へ損害を与えたりすることの無いよう努めなければならない。 
  （４） 受託者は、各種機器・工具類等の盗難の防止に努めなければならない。 
  （５） 受託者は、全各項に係る問題が生じた場合、受託者の一切の責任で解決しなけ

ればならない。 
 

  ７ 支払い方法 
    四半期ごとの支払いとする。各期末日に検査し、支払うものとする。 

 
８ 有資格者 

    業務に必要な資格者は、次のとおりとする。 
  （１）浄化槽管理士（浄化槽法第４５条） 
  （２）浄化槽技術管理者（浄化槽法施行規則第８条） 
  （３）浄化槽清掃技術者（浄化槽法施行規則第１１条） 
  （４）第二種酸素欠乏危険作業主任者（酸素欠乏症等防止規則第１１条） 
  （５）消防設備士（消防法第１７条） 

 
 ９ 従業員の届出 
    受託者は、従業員の氏名・年齢・住所・経歴・資格等を書類により、委託者に届け

出なければならない。 

 
 １０ 従業員の能力基準 
    受託者は、業務を履行するにあたって、次に掲げる能力を有する者を従事しなけれ

ばならない。 
   （１）管理技術者  業務全体の現場総責任者として、高度な技術を有し、かつ管理能

力のある者 
（２）技 術 者   高度な技術を有し、かつ保守点検の専門職として的確な判断の 

できる者 
  （３）技 能 員  電気・機械等の技術能力を有し、かつ保守点検のできる者 

（４）作 業 員  清掃等の作業能力のある者 

 
 １１ 管理技術者の職務 
    管理技術者の職務は、次のとおりとする。 
  （１） 契約書等の関係書類により、業務の目的・内容を十分に理解し、業務を遂行す

ること。 
  （２） 常に状況を把握し、緊急時に直ちに従業員に連絡し、対処できる体制を整える

こと。 

 
 



 
１２ 書類の提出 

    受託者は、業務を遂行するにあたって、次に掲げる書類を作成して、委託者に提出

しその確認を受けるものとする。 
  （１）着手届・・・・・・・・・・・・・契約後５日以内 
  （２）従業員名簿・・・・・・・・・・・   〃 
  （３）管理技術者届・・・・・・・・・・   〃 
  （４）業務報告書・・・・・・・・・・・翌月の５日以内 
  （５）その他提出を求められた書類・・・その都度 

 
１３ 維持管理費 

  （１）受託者は、業務を遂行するにあたっては、各種機器の機能を十分理解し、適正に

管理しなければならない。 
  （２）受託者は、集中豪雨・停電等の緊急時にあたっては、すみやかに処理施設に出動

し、復旧作業を行わなければならない。また、緊急作業費は本委託費の中で行うも

のとする。 
  （３）受託者は、各種機器が正常に作動するように定期的に点検整備を行わなければな

らない。この場合において、当該機器に異常をきたしたときは、直ちに委託者に報

告しなければならない。 

 
 １４ 修理 

受託者は、各種機器の点検により発見した破損箇所のうち、備え付け工具、支給材

料等を用いて処理できるものについては、委託者に報告のうえ処置するものとする。 
ただし、緊急を要する場合は、直ちに応急処置を行い、速やかに委託者に報告する

ものとする。 

 
１５ 疑義 

    この仕様書に疑義が生じた場合は、両者協議して定めるものとする。 
 

１６ 長期継続契約 

ア）この契約は地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条の３に規定する長

期継続契約であるため、発注者はこの契約を締結した会計年度の翌年度以降において、

歳出予算におけるこの契約の契約金額について減額又は削減された場合には、この契

約を変更又は解除することができる。 
（１）ア）の場合において、この契約を変更又は解除しようとするときは、速やかに受

注者に通知するものとする。 
（２）ア）の規定によりこの契約が変更又は解除された場合において、受注者に損害が

生じたときは、発注者は受注者に対して損害賠償の責を負う。この場合における賠



償額は発注者と受注者とが協議して定める。 

 


